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スマート フ ォ ンから も

御覧いただけます☞ 相模原市　 償却資産申告書 検 索

日頃から 、 市税につき ま し ては格別の御理解と 御協力を賜り 、 厚く お礼申し 上げま す。

固定資産税には、 土地、 家屋及び償却資産があり ま すが、 こ のう ち償却資産については、 その所在す

る 市町村に所有者が申告する こ と になっており ま す。

行政区（ 緑区、 中央区、 南区） ごと に税額を 算定し ますので、 資産の所在する 区ごと に申告書の作成

を お願いし ます。  提出先は、 すべて相模原市役所資産税課償却資産班です 。 緑市税事務所、 南市税事

務所、 城山・ 津久井・ 相模湖・ 藤野の各ま ちづく り センタ ーでは、 受付のみ行いま す。

なお、 納税通知書は、 課税標準額が150万円以上と なる 区ご と に、 通常５ 月にお送り し ま す。 課税標

準額が  1 50万円未満の場合は免税のためお送り し ません  ので、 あら かじ め御承知おき く ださ い。

廃業さ れた場合は、 廃業の旨を当課ま で御連絡く ださ い。

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shinseisho_menu/zei/1011360.html
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１  償却資産と は

　  

　【 例示】 事業別の主な償却資産

共　 通
看板（ 3）、 パソ コ ン（ 4）、 コ ピ ー機（ 5）、 応接セッ ト（ 5）、

事務机・ 椅子（ 15）、 金庫（ 20）、 レ ジス タ ー（ 5）、 絵画（ 8）、 LAN設備（ 5～18）

外構工事（ 屋外の給排水・ 電気設備）（ 15）、 駐車場舗装工事（ 10）、

太陽光発電設備（ 17）、 後付けの冷暖房設備（ 6）

理容・ 美容椅子（ 5）、 シャ ンプー台（ 5）、 ド ラ イ ヤー（ 5）

測定・ 検査工具（ 5）、 型（ 型枠を含む）（ 2）、 施盤（ 12）

陳列棚（ 6）、 冷蔵庫（ 6）、 厨房機器（ 5）、 自動販売機（ 5）

診療・ 治療機器（ 6）、 簡易ベッ ド（ 8）

不動産賃貸業

（ 共同住宅、 店舗等）

理容・ 美容業

建築・ 修理等工事業

小売・ 飲食業

整体・ 医療業

２  申告について

　  

 

　 ⑴　 申告義務者

令和７ 年１ 月１ 日現在、 相模原市の各区内に償却資産を所有する 方

※初めて申告さ れる 方は、 該当する 資産が無い場合も 、「 該当資産なし 」 の申告をお願いし ま す。

　 ⑵　 提出書類

対　 　 象　 　 者 必　 要　 な　 書　 類 注意点と 記入例

今回初めて

申告さ れる 方

該当する 資産がある 方
償却資産申告書（ 償却資産課税台帳）
＋種類別明細書（ 全資産用）

２ ～８ ページ

該当資産なし の方 償却資産申告書（ 償却資産課税台帳） ２ ～６ ページ

前年に申告

さ れている 方

資産に増減があった方

償却資産申告書（ 償却資産課税台帳）

＋種類別明細書（ 増加資産用）

＋種類別明細書（ 減少資産用）

２ ～８ ページ

資産に増減がない方 償却資産申告書（ 償却資産課税台帳） ２ ～６ ページ

（ 　 ） 内の数字は耐用年数例

　  ※電算処理方式の場合は、評価額等が記載さ れている 全資産の明細書が必要です（ 限度額５ ％に注意）。

　 ⑶　 申告期限

　 　 　 令和７ 年１ 月３ １ 日ま で

　 ⑷　 事業の廃止等

 

　 ⑸　 提出上の注意（ ※提出は郵送・ 窓口・ 電子申告のみで受け付けており ま す。）

償却資産と は、「 土地・ 家屋以外」 の事業の用に供する こ と ができ る 「 有形」 の固定資産で、 その

減価償却額・ 減価償却費が国税の所得の計算上、  損金（ 法人）又は必要な経費（ 個人）に算入さ れる も の

（ 算入さ れる べき も の、 法人税・ 所得税を課さ れない者が所有する も のを含む。）をいいま す。  

償却資産を所有する 方は、 毎年１ 月１ 日における 資産の申告が必要です（ 地方税法第383条）。

税務署に提出し た減価償却資産の内容は市役所へ連携さ れま せんので、 手引２ ページ「 ⑹ 申告対象

と なる 資産について」 を確認し 、 内容を整理し たう えで申告し てく ださ い。

前年末ま でに、事業の廃止（ 廃業、倒産等）、区外移転があった場合は、当課ま で御連絡いただく か、

申告書「 18 備考」 欄の該当する 理由のチェ ッ ク ボッ ク ス に 　 をつけて提出し てく ださ い。

○同封の申告書・ 種類別明細書は、 それぞれ１ 枚目が市役所提出用、 ２ 枚目が申告者控用です。

○私製用紙で提出さ れる 方も 、 資産の所在する 区名を 上部に明記し 、 所有者コ ード （ 識別番号） を

転記し てく ださ い。

○郵送提出さ れる 方で、控用に受付印が必要な場合は、切手を 貼っ た返信用封筒を 同封し てく ださ い。

○切手を 貼っ た返信用封筒が同封さ れていない場合、 控用の申告書は返送し ません。

○申告書の控が不要な場合は、 控用申告書の提出は必要あり ま せん。
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　 ⑹　 申告対象と なる 資産について

　 　 　 所有し ている 償却資産の申告の要否について、 以下のと おり と なり ま す。

　 　 ○申告が必要な資産

○申告が不要な資産

　 図１ 　 償却方法と 取得価額によ る 固定資産税の申告対象一覧

個別に減価償却
し ている も の

中小企業者等の少額資産特例
（ 租税特別措置法第28条の2、 第67条の5、 旧租税特別措置法第67条の8ほか）

法人税法
第64条の2第1項

又は

所得税法
第67条の2第1項

に規定する

リ ース資産
（ 20万円未満）

3年で一括償却
（ 法人税法施行令第133条の2第1項、

　 所得税法施行令第139条第1項）

一時に損金算入
（ 法人税法施行令第133条、

 所得税法施行令第138条）

以上
未満

以上
未満

以上
未満

30万円

20万円

10万円

申告の対象と なる資産 申告の対象と なら ない資産

 　 図２ 　 リ ース資産の申告対象者

フ ァ イ ナン スリ ース（ 取得価額20万円以上）

オペレ ーティ ン グリ ース所有権移転リ ース
（ ※所有権留保付割賦販売）

所有権移転外リ ース

⇓ ⇓ ⇓
ユーザー（ 借主） が申告 リ ース会社（ 貸主） が申告

 

①使用可能期間が１ 年以上（ 法定耐用年数２ 年以上） で、

 〈 個人〉 取得価額が10万円以上の資産

 〈 法人〉 税務会計上、 減価償却資産と し て固定資産勘定に計上すべき 又はし た資産

②取得価額が30万円未満で、 租税特別措置法の適用によ り 即時償却し た資産（ 図１ ）

　 なお、 取得価額が10万円未満で中小企業者等の少額資産特例を適用でき る のは、 平成15年４ 月

１ 日から 平成18年３ 月31日ま でに取得し た資産です。

③建設仮勘定で経理さ れている 、 賦課期日時点で事業の用に供する こ と ができ る 資産

④必要な維持管理が行われ、 いつでも 事業の用に供する こ と ができ る 遊休・ 未稼働の資産や簿外資産

①自動車税・ 軽自動車税の課税対象である 車両

②無形固定資産（ ソ フ ト ウ ェ ア、 特許権、 実用新案権等）

③繰延資産、 棚卸資産

④取得価額が10万円未満で、 一時に損金算入し た資産（ 図１ ） ※

⑤取得価額が20万円未満で、 一括し て３ 年で償却し た資産（ 図１ ） ※

※④⑤のう ち、 貸付け（ 主要な事業と し て行われる も のを 除く ） の用に供し た資産は申告が必要です。

○取得時に補助金等を 活用し 、 取得価額を 圧縮し た（ 圧縮記帳） 資産は、 本来の取得価額で申告し

てく ださ い。

○居抜き で購入し た店舗設備類、 無償で譲り 受けた資産など、 本来の取得価額が不明な資産につい

ては、 見積価額で申告し てく ださ い。

○申告対象と なる 資産が不明な場合は、 可能な限り 種類別明細書を作成のう え、 参考資料と し て減

価償却費の計算書等の写し をあわせて提出し てく ださ い。
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３  償却資産の種類と 具体例

　  　 償却資産の種類によ って１ 種～６ 種の種目に分類さ れま す。

（ １ 種）
構 築 物

建 物 附 属 設 備

土地に 定着し た 土木設備

建 物 附 属 設 備

建物の 所有者と 異な る 者
が テ ナン ト 施工し た 設備

（ ２ 種） 機 械 及 び 装 置

製 造 機 械 設 備 電気機器製造設備、 金属製品製造設備、 食品製造設備など

工 作 機 械 旋盤、 フ ラ イ ス 盤、 ボール盤など

搬 送 設 備 ク レ ーン、 コ ンベヤーなど

土 木 建 設 機 械

そ の 他 の 設 備

（ ３ 種） 船 舶 モータ ーボート など

（ ４ 種） 航 空 機 ヘリ コ プタ ー、 グラ イ ダーなど

（ ５ 種） 車両及び運搬具

（ ６ 種） 工具、器具及び備品

工 具 測定・ 検査工具、 治具・ 取付工具、 金型、 木型、 切削工具など

器 具 ･ 備 品

広告塔、 門、 塀、 外灯、 駐車場の路面舗装、 構内舗装、
煙突、 緑化施設など

受変電設備、 厨房設備、 LAN設備、
可動性のある 間仕切り など

店内造作設備、 照明設備、 内装工事、
給排水衛生設備、 ガス 設備など

償却資産と し て区分さ れる ため
申告の対象と なる も の

単に移動を 防止する 程度に家屋に取り 付けら れたも の又は独立し た
機器と し て性格の強いも の

家屋と 構造上一体と なって家屋の効用を高める 電気設備、 ガス 設備
、 給排水設備、 衛生設備、 消火設備、 空調設備

印刷設備、 建設工業設備、 ガソ リ ン ス タ ン ド 設備、
ク リ ーニング設備、 自動車整備業用設備など

家具、 電気機器、 ガス 機器、 事務機器、 看板、
理容・ 美容機器、 医療機器、 自動販売機など

大型特殊自動車（ ナン バープレ ート を 取得し ている 場合は、 分類番号が 、「 9」、「 90～
99」、「 900～999」 のも の）、 台車など

（ 自動車税、 軽自動車税の課税対象である も のを除く ）

建設機械に該当する 大型特殊自動車（ ナン バープレ ート を
取得し て いる 場合は、 分類番号が「 0」「 00～09」、「 000～
099」 のも の） ブルド ーサー、 パワ ーショ ベルなど

４  建物附属設備・ 特定附帯設備の取扱いについて

 ⑴　 自己所有家屋に取り 付けた建物附属設備

○建物附属設備の家屋と 償却資産の区分（ 次ページの区分表を参照し てく ださ い。 ）

　 自己所有家屋に取り 付けた建物附属設備は、 固定資産税の取扱い上、 次によ り 家屋と 償却資産と

　 に区分し て課税さ れま す。

 ⑵　 賃借人等の方が取り 付けた内装、 造作、 建築設備等の資産（ 特定附帯設備）

○特定の生産又は業務用の設備等の取扱い

　 　 特定の生産活動を行う ために必要な動力源装置、 熱源装置、 水処理装置、 汚水処理装置、 冷却

　 装置、 動力配線・ 配管、 コ ンセント 、 ガス 配管、 給排水配管、 給排気設備、 エアー配管、 油配管

　 、 照明設備等及びその附属設備は、 償却資産と なり ま す。 例えば、 工場内で製造用機械を動かす

　 ための動力配線設備、 ガス バーナー用のガス 配管、 工業用水道配管や汚水配管、 精密機械工場内

　 の空調設備や集塵設備、 熱処理用ボイ ラ ー設備、 コ ンピ ュ ータ 室（ 人が作業する こ と が想定さ れ

　 ない部屋） に設置さ れている 大型コ ンピュ ータ を冷却する ための専用空調設備等が該当し ま す。

　 　 ただし 、 事務室の照明用電気配線や生活用の上下水道配管、 冷暖房用空調配管、 ガス 配管等は

　 家屋の評価対象と なり ま すので、 償却資産申告の対象外です。

家屋と し て 区分さ れる た め
申告の 対象と はな ら な いも の

　 賃貸ビルなど を借り 受けて事業をさ れている 方（ テナント の方） が自ら の事業を営むために取り

付けた電気設備、 ガス 設備、 給排水設備、 衛生設備等や外壁、 内壁、 天井、 床等の仕上げ及び建具

、 配線・ 配管等のこ と を特定附帯設備と いいま す。

　 特定附帯設備は、 テナント の方が償却資産と し て申告し てく ださ い。
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設備など の種類

家屋※

電 気 設 備

建 築 工 事

給 排水 設 備

事 業 用設備

外 構 工 事

そ の 他

空 調 設 備

設 備 な ど  の 内 容

家屋と 設備などの所有者

同じ 場合
（ オーナー施工）

異なる 場合
（ テナント 施工）

⑶　 家屋と 償却資産の区分表

※通常の家屋に設置さ れる 設備は家屋評価の対象と なり ま すが、 事業用目的のために設置さ れる 設備（ 特定の生産又は業務用の

設備） は、 家屋評価に含ま れず、 償却資産と し て取扱いま す。

　 主な設備等を例示し ま すと 、 次のと おり です。 家屋と 設備等の所有関係が異なる （ テナント 等） 場合は、

当該設備等はすべて償却資産申告の対象です。 必ずし も 、 こ の例示によ ら ない場合があり ま す。

設備など の分類

Ｔ Ｖ 等共同

視聴設備

監視カメ ラ 設備

（ Ｉ Ｔ Ｖ ）

電話設備・

放送・ 拡声設備

照明器具設備

電気配線設備

非常等設備

給排水設備

給湯設備

ガス 設備

空調・ 換気設備

昇降機など運 搬 設 備

厨房機器厨 房 設 備

病院など

消火設備消 火 設 備

清 掃 設 備

駐車場など

その他

内装・ 造作など

変電設備

予備電源設備

太陽光発電

中央監視装置

電力引込設備

Ｌ Ａ Ｎ 設備

衛生設備

清掃設備

看板など

倉庫など

金融機関など

その他

外構工事

床・ 壁・ 天井仕上げ、 店舗造作などの工事

キュ ービク ル、 変圧器並びに附属する 配線一式、 配電設備一式

発電機・ 蓄電池設備、 無停電電源設備、 充電器、 配線・ 配管など

太陽光発電設備一式（ ※屋根建材一体型は家屋）

電灯、 動力、 電源設備関係の遠隔操作制御盤一式

電力会社から 供給を受ける ための建物ま での引込工事一式

特定の生産又は業務用設備、 屋外設備一式

事務室照明用電気配線、 低圧幹線設備など上記以外の設備

ス ポッ ト ラ イ ト 、 ネオンサイ ン、 投光器、 外灯、 蛍光灯などの消耗品など

屋内照明など上記以外の照明器具設備

受像機（ テレビ） 、 電波障害対策設備

配線・ 配管、 親アンテナ、 整合器、 分岐器、 増幅器

サーバー、 光フ ァ イ バーケーブル、 配線など 設備一式（ ※Ｏ Ａ フ ロ ア工事は家屋）

受像機（ テレビ） 、 カメ ラ 、 録画装置、 遠隔操作盤などの機器

配線・ 配管など

電話機、 交換機、 マイ ク 、 ス ピーカー、 アンプなどの機器

配線・ 配管、 端子盤など

ガス 漏れ警報装置、 漏電警報装置

避雷設備、 非常用照明設備、 火災報知設備、 非常通報設備など

大小便器、 洗面器、 浴槽

屋外設備、 引込工事、 井戸工事、 特定の生産又は業務用設備

配管、 受水槽、 ポンプなど

局所式給湯設備（ 取り 外し が容易な瞬間湯沸器） 、 独立煙突・ 煙道

局所式給湯設備（ ユニッ ト バス 用、 床暖房用など） 、 中央式給湯設備

屋外設備、 引込工事、 特定の生産又は業務用設備

屋内の配管など

ルームエアコ ンなど（ 壁掛、 床置き 型） 、 エアシャ ワ ー、 特定の生産又は業務用設備

天井埋め込みなどの容易に移動でき ないも の、 ダク ト 、 エアカーテン、 配管など

工場用ベルト コ ンベア、 垂直搬送機

エレ ベータ ー、 エス カレ ータ ー、 小荷物専用昇降機、 メ ールシュ ート 設備など

顧客の求めに応じ る サービ ス 設備（ 飲食店、 ホテルなど ） 、 寮・ 社員食堂など

上記以外の設備

消火器、 避難器具、 ホース ・ ノ ズル、 ガス ボン ベ、 屋外消火栓設備など

消火栓設備、 ス プリ ンク ラ ー設備、 ド レ ンチャ ー設備、 ハロ ゲンガス 消火設備など

窓ふき ゴンド ラ 、 ダス ト シュ ート

看板、 案内板、 サイ ン表示など

ナース コ ール設備、 特定要件表示設備（ 表示盤と 発信器で構成）

医療用ガス 設備、 吸引設備、 ボン ベ、 真空ポン プ、 Ｘ 線設備、 消毒設備

ド ッ ク シェ ルタ ー、 エア シェ ルタ ー、 冷蔵冷凍用冷却装置、 天井ク レ ーン など

夜間金庫、 株式価格表示設備

Ｐ Ｏ Ｓ シス テム、 浴場など のろ過機、 ホース など 、 ス ク リ ーンなど

工事一式（ 門・ 塀・ フェ ンス ・ 緑化設備など）

自動車管制設備

機械式駐車設備（ タ ーンテーブル装置など ） 、 路面舗装、 駐輪場など

ゴミ 置場、 ゴミ 焼却炉、 メ ールボッ ク ス 、 宅配ボッ ク ス

ブラ イ ンド 、 カーテンなど（ ※ボッ ク ス 式は家屋）

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

償却

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

家屋 償却

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎



ー 5 ー

５  主な償却資産の耐用年数（ 例示）

　  　 減価償却資産の耐用年数等に関する 省令に掲載さ れている 表の一部を掲載し ていま す。

種類 主　 な　 償　 却　 資　 産 耐用年数

備
設
属
附
物
建
び
及
物
築
構

野立看板、 広告塔

（ 屋上施工を含む）

金属造のも の 20

10

15

10

15

15

13

13

15

15

10

20

15

3

8

8

6

6

4

5

5

5

5

5

2

5

4

5

6

3

5

5

5

6

6

6

3

3

8

8

8

8

2

その他のも の

舗装道路、 舗装路面

コ ンク リ ート 敷、 ブロ ッ ク 敷、 れんが敷、 石敷のも の

アス フ ァ ルト 敷、 木れんが敷のも の

ビ チュ ーマルス 敷のも の

受・ 変電設備、 電気設備（ 照明設備を含む）

給排水設備、 衛生設備、 ガス 設備

冷房、 暖房、 通風、

ボイ ラ ー設備 その他のも の

冷暖房設備（ 冷凍機の出力が22KW以下のも の）

置
装
び
及
械
機

飲食店業用設備

総合工事業用設備

洗濯業、 理容業、 美容業又は浴場業用設備

金属製品製造業用設備

建設機械 ブルド ーザー、 パワ ーショ ベル、 その他自走式作業用機械設備

両
車

び
及

具
搬
運

フ ォ ーク リ フ ト

品
備
び
及
具
器
・
具
工

測定・ 検査工具 ゲージ・ ノ ギス ・ マイ ク ロ メ ータ ー

治具・ 取付工具 平ジグ、 箱ジグ

型（ 型枠を含む）、

鍛圧・ 打抜工具
その他のも の

事務机・ 椅子、

キャ ビ ネッ ト

主と し て金属製のも の

その他のも の

応接セッ ト
接客業用のも の

その他のも の

陳列棚、 陳列ケース
冷凍機付又は冷蔵機付のも の

その他のも の

その他の家具

接客業用のも の

主と し て金属製のも の

その他のも の

音響機器 ス テレ オ、 テレ ビ 、 ラ ジオ、 カラ オケセッ ト

冷暖房用機器 エアコ ン、 ス ト ーブ、 温風ヒ ータ ー

電気・ ガス 機器 冷蔵庫、 製氷機、 洗濯機、 レ ンジ

食事・ 厨房用品
陶磁器製、 ガラ ス 製のも の

その他のも の

事務機器

複写機、 計算機、 レ ジス タ ー、 フ ァ ク シミ リ

パーソ ナルコ ンピ ュ ータ （ サーバー用を 除く ）

その他のも の

通信機器
放送用設備、 デジタ ルボタ ン 電話設備

その他のも の

看板 看板、 ネオンサイ ン、 気球

金庫
手さ げ金庫

その他のも の

理容・ 美容機器 理容・ 美容椅子、 消毒殺菌器、 ド ラ イ ヤー

自動販売機（ 手動のも のを含む）

プレ ス その他の金属加工用金型、 合成樹脂、

ゴム又はガラ ス 成型用金型及び鋳造用型

金属被覆及び彫刻業又は打はく 及び

金属製ネームプレ ート 製造業用設備



受
付

印 資
産

の
種

類

1
構

築
物

減
少

取
得

計

船
　

　
舶

航
空

機

合
　

　
計

機
械

及
び

装
置

車
両

及
び

運
搬

具

工
具

､器
具

及
び

備
品

2 3 4 5 6 7

円
百

万
十

億
円

百
万

十
億

円
百

万
十

億

円
百

万
十

億
円

百
万

十
億

円
百

万
十

億

円
百

万
十

億

者　　　　有　　　　所 職
員

処
理

欄
：

個
人

番
号

確
認

□
窓

口
□

郵
送

□
転

送
･
回

送

決
定

価
格

課
 税

 標
 準

 額
※

※
評

　
  

価
　

  
額

資
産

の
種

類

1
構

築
物

2 3 4 5 6 7

職
員

処
理

欄

特
記

短
縮

耐
用

年
数

の
承

認
有

・
無

有
・

無

有
・

無

有
・

無

有
・

無

定
率

法
･定

額
法

有
・

無

増
加

償
却

の
届

出

非
課

税
該

当
資

産

個
人

番
号

又

は
法

人
番

号

事
業

種
目

事
業

開
始

年
月

所
有

者
コ

ー
ド

（
識

別
番

号
）

課
税

標
準

の
特

例

特
別

償
却

又
は

圧
縮

記
帳

税
務

会
計

上
の

償
却

方
法

青
色

申
告

区
内

に
お

け
る

事
業

所
等

資
産

の
所

在
地

取
　

　
　

　
　

得
　

　
　

　
　

価
　

　
　

　
　

額

事
業

所
用

家
屋

の
所

有
区

分

借
用

資
産

① ② ③

貸
主

の
名

称
等

自
己

所
有

・
借

家

Z
A

Z
N

S
N

H
G

G
P

S
S

入
力

確
認

百
万

円

提
出

用
※

資
産

の
所

在
す

る
区

名
を

記
入

船
　

　
舶

航
空

機

車
両

及
び

運
搬

具

機
械

及
び

装
置

工
具

､
器

具
及

び
備

品

合
　

　
計

□
本

人
提

出

□
個

人
番

号

□
本

人
身

元

□
代

理
提

出

□
本

人
個

人
番

号

□
代

理
人

身
元

□
代

理
権

年
日

月

あ
て

相
模

原
市

長

年
月

こ
の

申
告

に
応

答
す

る
者

の
係

及
び

氏
名

法
人

に
あ

っ

て
は

そ
の

名

称
及

び
代

表

者
の

氏
名

又
は

納
税

通
知

書
等

送
達

先

税
理

士
等

の

氏
名

式様号六十二第 】用出提【

■
に

レ
点

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

｡
）

■
増

加
減

少
あ

り
　

※
種

類
別

明
細

書
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。

■ ■ ■
前

年
中

ま
で

に
廃

業
･

倒
産

等
、

区
外

移
転

■
そ

の
他

千

千
千

千

千
千

千

６  申告書の記入例

す
で

に
申

告
書

を
提

出
し

て
い

て
、

修
正

申
告

を
す

る
場

合
は

「
修

正
」
、

や
む

を
得

ず
、
同

区
で

申
告

書
が

２
通

以
上

に
分

か
れ

る
場

合
は

「
合

算
」

と
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

資
産

の
所

在
す

る
区

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

印
字

さ
れ

た
内

容
が

異
な

る
場

合
は

訂
正

し
て

く
だ

さ
い

。

区
内

に
お

け
る

資
産

の
所

在
地

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

個
人

：
住

民
登

録
住

所
地

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

法
人

：
登

記
上

の
本

店
所

在
地

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

納
税

通
知

書
等

の
送

付
先

を
別

に
設

定
す

る
場

合
は

、
そ

の
住

所
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

取
得

価
額

に
つ

い
て

は
、

種
類

別
明

細
書

に
記

入
し

た
取

得
価

額
を

資
産

の
種

類
別

に
合

計
し

、
そ

れ
ぞ

れ
該

当
す

る
欄

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

市
か

ら
送

付
さ

れ
た

申
告

書
以

外
を

使
用

し
て

申
告

す
る

場
合

は
、

前
年

度
の

取
得

価
額

計
と

現
年

度
の

前
年

前
取

得
価

額
を

一
致

さ
せ

、
一

致
し

な
い

場
合

は
そ

の
理

由
を

備
考

欄
等

に
明

記
し

て
く

だ
さ

い
。
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中
央

区
中

央
２

丁
目

１
１

番
１

４
号

○
△

□
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
（

株
）

1
5

0
0

0
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9

飲
食

業

相
模

花
子

中
央

税
務

会
計

事
務

所

0
4
2
-
7
5
4
-
X

X
X

X

0
3
-
3
4
5
6
-
□

□
□

□

平
成

2
0

１
○

○
株

式
会

社

代
表

取
締

役
　

相
 模

　
太

 郎

電
算

処
理

方
式

の
場

合
は

必
ず

記
入

し
て

下
さ

い
。

評
価

額
等

が
記

載
さ

れ
て

い
る

全
資

産
の

明
細

書
が

必
要

で
す

。

さ
 が

 み

0
4
2
-
7
5
4
-
Ｘ

Ｘ
Ｘ

Ｘ

相
模

原
市

中
央

区
中

央
２

丁
目

１
１

番
１

５
号

中
央

7
令

和
7

令
和

年
度

1
1
5

1
 7

0
0
 0

0
0

1
 7

8
1
 0

0
0

3
 4

8
1
 0

0
0

0

2
 5

0
0
 0

0
0

1
 4

3
0
 0

0
0

2
 2

6
7
 5

0
0

3
 3

3
7
 5

0
0

4
 2

0
0
 0

0
0

1
 4

3
0
 0

0
0

4
 0

4
8
 5

0
0

6
 8

1
8
 5

0
0

個
人

番
号

又
は

法
人

番
号

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。（

詳
細

は
９

ペ
ー

ジ
）



年
度

資
産

の
名

称
等

取
得

年
月

取
得

価
額

小
　

　
計

　
　

 ・
｢増

加
事

由
」

の
欄

は
、

１
新

品
取

得
、

２
中

古
品

取
得

、
３

移
動

に
よ

る
受

入
れ

、
４

そ
の

他
（

摘
要

欄
に

理
由

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
｡
）

の
い

ず
れ

か
に

〇
印

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。

・
年

号
の

欄
の

「
5

」
は

令
和

を
あ

ら
わ

し
て

い
ま

す
。

平
成

は
「

4
」

、
昭

和
は

「
3

」
に

訂
正

し
て

く
だ

さ
い

。

価
　

額
課

税
標

準
額

※

十
億

十
億

十
億

百
万

百
万

百
万

千
千

千
円

円
円

※
（

ハ
）

（
ロ

）
（

イ
）

摘
要

課
税

標
準

の
特

例

コ
ー

ド
率

月
年

所
　

　
　

有
　

　
　

者
　

　
　

名
枚

の
う

ち

枚
目

種
類

別
明

細
書

（
増

加
資

産
・

全
資

産
用

）
初

め
て

申
告

さ
れ

る
方

は
、

申
告

す
べ

き
全

資
産

に
つ

い
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

｡

提
出

用

一表別式様号六十二第 】用出提【

　番　行 号
類種の産資

　　　数 　 　 　 量

年 号
数年用耐

率存残価減

由事加増

ー 7 ー

７  種類別明細書の記入例

令
和

7
中

央

○
○

株
式

会
社

1

1

1
0 111

6
9

1
1

1
0

1
5 5 5 6

6 2 9

6

3
1

4 4 4
3

1

2
8

1

0
0
8
7
6
5
4
3
2
1 店

舗
内

装
工

事
（

テ
ナ

ン
ト

）
1
 3

5
0
 0

0
0

申
告

漏
れ

町
田

店
よ

り

取
得

価
額

訂
正

4
 0

4
8
 5

0
0

1
4

4
3
1
 0

0
0

2
9
5
 0

0
0

9
9
2
 5

0
0

9
8
0
 0

0
0

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

舗
装

（
駐

車
場

）

自
動

販
売

機

応
接

セ
ッ

ト

冷
暖

房
機

1 6 6 6

1

資
産

の
種

類
構

築
物

・
建

物
附

帯
設

備
…

１
機

械
及

び
装

置
…

２
船

舶
…

３
航

空
機

…
４

車
両

及
び

運
搬

具
…

５
工

具
、

器
具

及
び

備
品

…
６

（
詳

細
は

３
ペ

ー
ジ

）

取
得

価
額

資
産

を
取

得
す

る
た

め
に

直
接

支
出

し
た

金
額

の
ほ

か
、

当
該

資
産

を
事

業
の

用
に

供
す

る
た

め
に

直
接

要
し

た
費

用
（

手
数

料
、

関
税

、
据

付
費

等
）

も
含

ま
れ

ま
す

。
ま

た
、

消
費

税
額

を
含

め
る

か
ど

う
か

は
、

事
業

者
の

国
税

（
法

人
税

等
）

の
選

択
に

従
う

こ
と

に
な

り
ま

す
。

増
加

事
由

該
当

す
る

増
加

事
由

を
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

。
１

…
新

品
取

得
２

…
中

古
品

取
得

３
…

移
動

に
よ

る
受

入
れ

４
…

そ
の

他

申
告

済
の

資
産

に
つ

い
て

、
取

得
価

額
等

を
修

正
す

る
場

合
は

、
修

正
前

の
内

容
を

種
類

別
明

細
書

（
減

少
資

産
用

）
に

、
正

し
い

内
容

を
種

類
別

明
細

書
（

増
加

資
産

・
全

資
産

用
）

に
記

入
し

、
２

種
類

の
種

類
別

明
細

書
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

取
得

年
月

（
年

号
、

年
、

月
）

資
産

を
実

際
に

取
得

し
た

年
月

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
年

号
の

５
は

令
和

を
あ

ら
わ

し
て

い
ま

す
。

平
成

の
場

合
は

４
、

昭
和

の
場

合
は

３
に

訂
正

し
て

く
だ

さ
い

。
2
0
1
9
年

（
令

和
元

年
）

に
取

得
し

た
資

産
は

、
す

べ
て

「
4
3
1
」

と
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。
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資
産

コ
ー

ド

資
産

の
名

称
等

頁
行

減
少

の
事

由
及

び
区

分

取
得

価
額

取
得

年
月

小
　

　
計

十
億

百
万

千
円

摘
　

　
　

要

一
部

減
少

の
場

合
は

残
る

取
得

価
額

を
摘

要
欄

に
記

入
月

年
　番　行 号

類種の産資

度年告申
　　　数 量

号年
数年用耐

年
度

所
　

　
　

有
　

　
　

者
　

　
　

名
枚

の
う

ち

枚
目

種
類

別
明

細
書

（
減

少
資

産
用

）

提
出

用

二表別式様号六十二第 】用出提【

令
和

7
中

央

0
0
8
7
6
5
4
3
2
1

○
○

株
式

会
社

1 1

6
冷

蔵
庫

応
接

セ
ッ

ト

冷
暖

房
機

6 6

1
4
0
4

3
0
0
 0

0
0

9
8
0
 0

0
0

1
5
0
 0

0
0

1
4

3
0
 0

0
0

5
0
2

5
0
3

1 1

1

1
0

1
21

3

3
1

取
得

価
額

9
9
2
,5

0
0
円

に
訂

正

残
 取

得
価

額
3
0
0
,0

0
0
円

2

1
0 2 5

1 3 5

取
得

価
額

減
少

し
た

取
得

価
額

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

数
量

減
少

し
た

数
量

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

市
か

ら
送

付
さ

れ
た

申
告

済
資

産
の

一
覧

表
に

あ
る

資
産

の
種

類
、

申
告

年
度

、
頁

、
行

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

取
得

年
月

（
年

号
、

年
、

月
）

減
少

し
た

資
産

の
取

得
年

月
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
年

号
の

３
は

昭
和

、
４

は
平

成
、

５
は

令
和

を
あ

ら
わ

し
て

い
ま

す
。

該
当

す
る

年
号

を
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

。

一
部

減
少

の
場

合
は

、
残

る
取

得
価

額
を

摘
要

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
取

得
価

額
欄

と
合

計
す

る
と

、
同

資
産

の
申

告
済

取
得

価
額

と
一

致
し

ま
す

。

申
告

済
の

資
産

に
つ

い
て

、
取

得
価

額
等

を
修

正
す

る
場

合
は

、
修

正
前

の
内

容
を

種
類

別
明

細
書

（
減

少
資

産
用

）
に

、
正

し
い

内
容

を
種

類
別

明
細

書
（

増
加

資
産

・
全

資
産

用
）

に
記

入
し

、
２

種
類

の
種

類
別

明
細

書
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。



有・ 無

有・ 無

有・ 無

有・ 無

6 この申告に

所有者コ ード
（ 識別番号）

8  短縮耐用年数の承認

9  増加償却の届出 

10  非課税該当資産

11  課税標準の特例

個人番号又

は法人番号

事業種目

事業開始
年月

（ 資本金等の額）
（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

（ 償却資産課税台帳）
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８  個人番号（ マイ ナンバー） 又は法人番号の記入について

　 ⑴　 申告書への記入方法

　  

　 ⑵　 本人確認資料

　  

本人が申告する 場合（ 例）

番号確認資料

＋
身元確認資料

代理人が申告する場合（ 例）

本人の番号確認資料

＋
代理人の身元確認資料

＋
代理権確認資料

（ 　 　 　 　 　 ）区分
※資産の所在する区名を記入

　 申告書の「 3　 個人番号又は法人番号」 の欄に、 個人の方は12桁の個人番号（ マイ ナン バー） を 、

法人の方は13桁の法人番号を 右詰めで記入し てく ださ い。 記入欄がアスタ リ スク ( ＊) で埋めら れてい

る 方は記入不要です（ ただし 該当印字は、 本人確認措置の実施によ る 納税者の負担を軽減する ための

例外的な取扱いと なり ま す。 原則は、毎年個人番号・ 法人番号の記載が必要である 点、御注意く ださ い）。

　 個人番号を 記載し た申告書を 提出し ていただく 際、 マイ ナンバー法に定める 本人確認（ 番号確認、

身元確認及び代理確認） を実施さ せていただき ま す。 下表にて必要な資料を御確認く ださ い。 郵送又

は電子申告にて御提出さ れる 場合は、 資料の写し （ コ ピ ー又はPDFデータ ） を申告書に添付し ていた

だく よ う お願いいたし ま す。

※１ 　 氏名、 住所等に変更がない場合又は正し く 変更手続き が取ら れている場合に限り 、 利用可能

※２ 　 市から 送付さ れた氏名・ 住所が印字さ れた償却資産申告書類等

　 マイ ナンバーは、 行政を 効率化し 、 国民の利便性を 高め、 公平かつ公正な社会を 実現する社

会基盤です。 こ の制度の趣旨を 御理解いただき 、 申告書へマイ ナンバーの記載を お願いいたし

ます。

　 ただし 、 マイ ナン バーの不明等により 申告書への記載ができ ない場合も あり ますので、 マイ

ナンバーの記載がないこ と を も っ て、 申告書を 受理し ないと いう こ と はあり ません。

　 また、 本人確認資料の不備等により 本人確認ができ なかっ た場合は、 申告書にマイ ナンバー

の記載がなかっ たも のと し て取り 扱います。

提 出 用

3

4

5
百万円

年　 　 月

マイ ナンバーカ ード （ 裏面）、

通知カ ード ※１ 、 住民票　 等

マイ ナンバーカ ード （ 両面）、

通知カ ード ※１ 、 住民票　 等

マイ ナンバーカ ード （ 表面）、

運転免許証、 税理士証票　 等

マイ ナンバーカ ード （ 表面）、

運転免許証、 プレ印字さ れた申告書類※２ 　 等

税務代理権限証書、

プレ印字さ れた申告書類※２ 　 等
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９  償却資産に対する課税について

　 ⑴　 計算方法について

耐用年数ごと の減価残存率

減価率

（ α）

減価残存率

減価率

（ α）

減価残存率

減価率

（ α）

減価残存率

　 　

【 計算例】

　 ⑵　 課税標準額

　 　  

　 ⑶　 税額

　 ⑷　 納期

　 ⑸　 過年度課税

　 　  

　 償却資産の評価額は、 資産ごと の取得価額（ 初年度） 又は前年度の価格（ 評価額） に、 耐用年数

ごと の減価残存率をかけて算出し ま す。 複数の区に資産をお持ちの方は、 区ごと に算出し ま す。

耐
用
年
数

耐
用
年
数

耐
用
年
数

前年中

取　 得

前年前

取　 得

前年中

取　 得

前年前

取　 得

前年中

取　 得

0.684

0.536

0.438

0.369

0.319

0.280

0.250

0.226

0.206

0.189

0.175

0.162

0.152

0.142

0.134

0.127

0.794

0.811

0.825

0.838

0.848

0.858

0.866

0.873

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

25

30

35

40

50

0.316

0.464

0.562

0.631

0.681

0.720

0.750

0.774

0.658

0.732

0.781

0.815

0.840

0.860

0.875

0.887

0.897

0.905

0.912

0.919

0.924

0.929

0.933

0.936

0.120

0.114

0.109

0.088

0.074

0.064

0.056

0.045

0.880

0.886

0.891

0.912

0.926

0.936

0.944

0.955

0.940

0.943

0.945

0.956

0.963

0.968

0.972

0.977

前年前

取　 得

1-α/2 1-α 1-α/2 1-α 1-α/2 1-α

　 以後、 毎年こ の方法によ り 計算し 、 取得価額の５ % になる まで償却し ま す。 算出額が取得価額の

５ % 未満になる 場合は、 取得価額の５ % 相当額が価格（ 評価額） になり ま す。

　 各資産の価格（ 評価額） の合計額を決定価格と し 、 課税標準の特例の適用資産があれば特例率を

乗じ て軽減し た価格（ 評価額） が、 課税標準額と なり ま す。

　 申告漏れがあっ た場合は、 地方税法第17条の５ 第５ 項及び同法第417条の規定によ り 、 申告し た

年度分だけでなく 、 資産を取得し た翌年度ま での一定期間遡及し て課税し ま す。

　 ま た、 過年度分の納付にあたっては、 納期限ま でに一括で納付し ていただく こ と になり ま す。

　 税額は課税標準額の1.4% です。 たと えば課税標準額が150万円の場合、 税額は２ 万１ 千円です。

課税標準額が150万円未満の場合は免税になり ま す。 こ の場合でも 申告書は提出し てく ださ い。

第１ 期……５ 月１ 日から 同月31日ま で　 　 　 第２ 期……７ 月１ 日から 同月31日ま で

第３ 期……９ 月１ 日から 同月30日ま で　 　 　 第４ 期……12月１ 日から 同月25日ま で

※令和11年度で、 算出額が取得価額の５ ％（ 50,000円） よ り 小さ く なり ま すので、

　 令和11年度以降は、 50,000円が価格（ 評価額） と なり ま す。

令和７ 年度＝ 1,000,000円 ×（ 前年中取得： 0.732) ＝ 732,000円

令和８ 年度＝　 732,000円 ×（ 前年前取得： 0.464） ＝ 339,648円

令和９ 年度＝　 339,648円 × 0.464 ＝　157,596円

令和10年度＝　 157,596円 × 0.464 ＝　 73,124円

令和11年度＝　 73,124円 × 0.464 ＝　 33,929円　 ＜50,000円（ ※）

取得価額： 1,000,000円、 取得年月： 令和６ 年９ 月、 耐用年数： ３ 年の資産の場合
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　 ⑴　 課税標準の特例

主な課税標準の特例

特 例 対 象 特例率
適用
期間

対 象 資 産 の 例

油水分離装置、 沈殿装置など

３ 年間

３ 年間

３ 年間

　 地方税法第349条の３ 、 同法附則第15条等に規定する 一定の要件を 備えた償却資産は、 固定資産

税が軽減さ れま す。

　 該当する 償却資産を所有する 方は、「 償却資産申告書（ 第26号様式）」 の「 11　 課税標準の特例　 有・

無」 欄の「 有」 に〇を つけ、「 種類別明細書（ 増加資産・ 全資産用）（ 第26号様式別表１ ）」 の摘要

欄に根拠法令・ 条項を 記入する と と も に、「 課税標準特例該当資産明細書」 と 必要資料を 添付し て

く ださ い。「 課税標準特例該当資産明細書」 は、 相模原市ホームページ内「 固定資産税（ 償却資産）

関係申告書」 から ダウ ンロ ード し ていただく か、 当課ま で請求し てく ださ い。

・ 家庭的保育事業
・ 居宅訪問型保育事業
・ 事業所内保育事業
【 法第 349 条の３ 第 27・ 28・ 29 項】

各事業の認可を 受けた者が、 直接当該事業の
用に供する 資産

太陽光（ 1000Kw  未満）、
風力（ 20Kw  以上）、
地熱（ 1000Kw  未満）、
バイ オマス （ 10000Kw  以上 20000Kw  未満）

特定都市河川浸水被害対策法等に規定する 認定
計画に従い設置し た一定の雨水貯留浸透施設

太陽光（ 1000Kw  以上）、
風力（ 20Kw  未満）、 水力（ 5000Kw  以上）、

バイ オマス （ 木竹等）
（ 10000Kw  以上 20000Kw  未満）

水力（ 5000Kw  未満）、 地熱（ 1000Kw  以上）、
バイ オマス （ 10000Kw  未満）

期限
なし

1/3 ※1

1/3 ※1

1/2 ※1

1/2 ※1

2/3 ※1

3/4 ※1

３ 年間6/7 ※1

期限
なし

産業廃棄物処理施設（ 焼却装置、 分解装置、
融解装置、 破砕装置など）

1/3
期限
なし

期限
なし

汚水・ 廃液処理施設
【 法附則第 15 条第２ 項第１ 号】

油水分離装置、 沈殿装置など4/5 ※1
期限
なし

下水道除害施設
【 法附則第 15 条第２ 項第５ 号】

雨水貯留浸透施設
【 法附則第 15 条第 41 項】

中小企業等経営強化法に規定する
先端設備等

【 法附則第 15 条第 44 項】

再生可能エネルギー発電設備 ※２
【 法附則第 15 条第 25 項】

産業廃棄物処理施設
【 法附則第 15 条第２ 項第４ 号】

※１ のつく 特例率は、「 わがま ち特例」 と し て、 本市の条例で定める 特例率です。

「 わがま ち特例（ 地域決定型地方税制特例措置）」 と は、 地方団体が地域の実情に応じ て、 地方税法の定

める 範囲内で特例措置の内容を条例で定める こ と ができ る 仕組みです。

※２ 　 太陽光発電設備については、 ペロ ブス カイ ト 太陽電池を 使用し た一定の設備等で、 固定価格買取

制度の認定を 受けていないも のが対象です。 太陽光以外の発電設備については、 固定価格買取制度の認

定を受けたも のが対象です。

10 課税標準の特例・ 非課税・ 減免について

中小事業者等が、 導入促進基本計画に適合する 認定先端設備等導
入計画に従い取得し た一定の機械装置など
→ 12 ページを御覧く ださ い。
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「 中小企業等経営強化法」 にかかる特例について

　【 対象者】（ 以下のいずれかに当てはま る 方）

　【 取得時期】 （ 本市が認定し た「 先端設備等導入計画」に基づく 取得に限る 。認定前に取得し たも のは対象外）

令和５ 年４ 月１ 日～令和７ 年３ 月31日

　【 対象資産・ 特例率・ 適用期間】

３ 年間、 特例率１ ／２

設備の要件

対象設備

　【 適用の流れ】

　

 

※賃上げ表明を 計画に記載する 場合

認定経営革新等
支援機関

中小事業者等

相模原市
（ 産業支援・ 雇用対策課）

042（ 707）7154
従業員

（ 代表のみも 可）

①事前

確認依頼

③方針

策定・ 表明

④表明

確認・ 署名

②事前

確認書発行

⑤計画

　 申請

⑥計画

　 認定

⑦設備取得
相模原市

（ 資産税課）
042（ 769）8264

⑧税務申告

《 必要書類》

・ 特例該当資産明細書

・ 計画認定書（ 写し ）

・ 計画申請書類一式（ 写し ）

　【 お問合せ先】

　 ○制度について　 　 　 　 　 →　 中小企業庁： 経営サポート 「 先端設備等導入制度によ る 支援」

　 ○導入計画認定について　 →　 相模原市産業支援・ 雇用対策課： 先端設備等導入計画の認定

①資本金も し く は出資金の額が１ 億円以下の法人

②資本金も し く は出資金を有し ない法人のう ち、 常時使用する 従業員の数が1,000人以下の法人

③常時使用する 従業員の数が1,000人以下の個人

　 ※　 ただし 、 みなし 大企業は対象外と なり ま す。

　 ・ 同一の大規模法人に発行済株式ま たは出資の総額ま たは総数の２ 分の１ 以上を所有さ れている 法人

　 ・ 複数の大規模法人に発行済株式ま たは出資の総額ま たは総数の３ 分の２ 以上を所有さ れている 法人

　 ※　 所有権移転外リ ース の所有者は、 使用者が要件を満たし ている 場合、 対象になり ま す。

特例率・

適用期間

①令和６ 年３ 月31日ま でに取得し た設備

５ 年間、 特例率１ ／３

②令和６ 年４ 月１ 日～令和７ 年３ 月31日の間に取得し た設備

４ 年間、 特例率１ ／３

年平均の投資利益率が５ ％以上と なる こ と が見込ま れる 投資計画に

記載さ れた投資の目的を達成する ために必要不可欠な設備

①機械装置（ 160万円以上）

②測定工具及び検査工具（ 30万円以上）

③器具備具（ 30万円以上）

④建物附属設備（ 60万円以上）

賃上げの

表明有り

※税務申告は、 償却資産の申告時に行っ てく ださ い。

※所有権移転外リ ースの場合（ 設備の利用者と 固定資産税の負担者が異なる 場合） は別途書類が必要

　 と なり ますので、 資産税課までお問合わせく ださ い。
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　 ⑵　 非課税

　 ⑶　 減免

　 　  

　 　 ○現在、 市税の減免を 受けている事業者の方へ

　 　  

　 　  　

　  

　  

　  

　  

　 eLTAXホームページ： https://w w w .eltax.lta.go.jp/
　 eLTAXヘルプデス ク  電話： 0570-081459
　［ 9： 00～17： 00受付（ 土・ 日・ 休祝日、 年末年始を除く ）］

　  

　 eLTAXホームページの「 よ く ある ご質問」： https://eltax.custhelp.com /

地方税法第348条等に規定する 一定の要件を備えた償却資産は、 固定資産税が非課税と なり ま す。

該当する 資産がある 場合には、「 非課税申告書」 を当課ま で請求し てく ださ い。

（ 例） 社会福祉法人が児童福祉施設の用に供する 資産、 認可保育所が保育事業の用に供する 資産

　 地方税法第367条並びに相模原市市税条例第24条及び同条例施行規則第７ 条に規定する 一定の要

件を備えた償却資産は、所有者の減免の申請に基づき 、固定資産税の全部又は一部が免除さ れま す。

　 該当する 資産がある 場合には、「 市税減免申請書」 を当課ま で請求し てく ださ い。

（ 例） 自然災害によ り 損傷し た資産、 医師・ 医療機関が所有する 医療用資産　 　

　 正当な理由がなく 申告を さ れない場合は、 地方税法第386条及び相模原市市税条例第61条の規定に

よ り 過料を科せら れる こ と になり ま すので、 必ず申告し てく ださ い。

　 申告すべき 事項について虚偽の申告を さ れま すと 、 地方税法第385条の規定によ り 罰金等を 科せら

れる こ と になり ま すので、 正し い申告をし てく ださ い。

　 本市は、 イ ン タ ーネッ ト を 利用し た地方税ポータ ルシステム「 eLTAX（ エルタ ッ ク ス）」 に対応し

ています。

　 eLTAXの利用開始や具体的な利用方法等に関する 詳細については、 eLTAXホ ーム ページ を 御覧いた

だく か、 eLTAXヘルプデス ク にお問い合わせく ださ い。

　 なお、 eLTAXヘルプデス ク にお問い合わせする 前に、 ま ずは「 よ く ある ご 質問」 を 御確認いただ

き ま すよ う お願いし ま す。

　 既に御提出いただいている 「 市税減免申請書」 をも って減免処理を いたし ま すので、 毎年申請書

を提出する 必要はございま せん。

　 なお、「 保険医登録票」「 保険医療機関指定通知書」 の変更や、 法人成り など 減免要件に変更があっ

た場合、 廃業など があった場合は、 御連絡をお願いし ま す。

　 申告書の受理後、 地方税法第353条及び第408条の規定によ り 、 問い合わせや資料提供の依頼、 実地

調査を 行う こ と があり ますので、 御協力を お願いし ます。 ま た、 地方税法第354条の２ の規定によ り 、

所得税又は法人税に関する 書類の閲覧を行う こ と があり ま す。

　 なお、 実地調査等の結果、 償却資産申告内容に相違があった場合の課税年度は、 現年度のみでなく

過年度に遡及する こ と も あり ま すので、 あら かじ め御了承く ださ い。

11 実地調査等について

12 申告し ない場合又は虚偽の申告をし た場合

13 電子申告について

https://www.eltax.lta.go.jp/
https://eltax.custhelp.com/
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　  ⑴　 固定資産税（ 償却資産） と 国税（ 法人税・ 所得税） の主な相違点

項　 　 　 目 固定資産税（ 償却資産） の取扱い 国税の取扱い

償却計算の期間 暦年（ 賦課期日制度） 事業年度

減価償却の方法

前年中の新規取得資産 半年償却（ 1／2） 月割償却

圧縮記帳の制度 認めていない 認めている

認めていない 認めている

認めていない 認めている

認めている 認めている

評価額の最低限度額 取得価額の5% 1円（ 備忘価額）

改　 良　 費 一部合算も 可

⑵　 耐用年数の短縮について

　 　  

　 ⑶　 増加償却について

　 　  

　 ⑷　 固定資産（ 償却資産） 課税台帳の閲覧

　 　  

【 納税は便利な口座振替（ 自動払込） を御利用く ださ い】

　

○申し 込みの手続き について

14 その他

中小企業の

少額減価償却資産の特例

建物以外の一般の資産は、

定率法、 定額法の選択制

定率法

（ 国税では「 旧定率法」 にあたる）

区分評価

（ 本体と 改良費を 分けて評価）

特別償却、 割増償却の制度

（ 租税特別措置法）

増加償却の制度

（ 所得税・ 法人税）

　 法人税法・ 所得税法の規定によ り 、 所轄国税局長から 短縮耐用年数の承認を受けた償却資産につ

いては、 承認さ れた短縮耐用年数に基づき 評価を 行いま すので、 承認を受けたこ と を 証する 書類の

写し を申告書に添付し てく ださ い。

　 法人税法・ 所得税法の規定によ り 、 法定普通償却に加えて増加償却がある 場合は、 所轄税務署長

へ提出し た増加償却届出書の写し を申告書に添付し てく ださ い。

　 申告に基づいて決定さ れた償却資産の価格等について確認し ていただく ため、 課税台帳の閲覧制

度があり ま す。 写し の郵送を御希望の方は、 切手を貼った返信用封筒を同封し てく ださ い。

　 相模原市内の金融機関等の窓口にあ る 『 口座振替依頼書』 にてお申込みく ださ い。 ま た、 口

座振替・ 口座変更の手続き がイ ンタ ーネッ ト から でき る よ う になり ま し た。 詳細については、

市ホームページサイ ト 内検索で「 Web口座振替」 と 検索し ていただく か、 二次元コ ード から ア

ク セス し てく ださ い。

　 なお、 土地・ 家屋と 償却資産では、 口座振替の申込み手続き は別と なり ま すので御注意く だ

さ い。

　 口座振替は、 一度の手続き で御指定の金融機関の預金口座から 自動的に引き 落と し さ れま す

ので、 納め忘れがなく 、 納付場所に出かける必要も あり ません。

＊問い合わせ先　 納税課　 収納管理第１ ・ ２ 班　（ TEL 042-769-8225）



〒252-5277

相模原市中央区中央2丁目11番15号

相模原市役所　 資産税課

償却資産班　 行

（ こ の封筒に入っ ている申告書の区に

○印を付けてく ださ い。）

緑区 　 　 　 　  中央区 　 　 　 　  南区

提出先及び連絡先

　 　 相模原市役所　 第２ 別館２ 階

　 　 相模原市　 資産税課　 償却資産班

〒252-5277

相模原市中央区中央２ 丁目11番15号

 TEL ０ ４ ２ （ ７ ５ ４ ） １ １ １ １ （ 代表）

  ０ ４ ２ （ ７ ６ ９ ） ８ ２ ６ ４ （ 直通）

 FAX ０ ４ ２ （ ７ ５ ７ ） ８ １ ０ ８

E-m ai l  : sh isan zei@ city .sag am ih ara.kan ag aw a.jp

H P U RL : h ttp s://w w w .city.sag am ih ara.kan agawa.jp /

相模原市マス コ ッ ト キャ ラ ク タ ー
「 さ がみん」

相模原市の行政区【 　 　 】 は市町村コ ード

緑区　【 １ ４ １ ５ １ ８ 】

中央区　【 １ ４ １ ５ ２ ６ 】

南区　【 １ ４ １ ５ ３ ４ 】

スマート フ ォ ン から も

ご覧いただけます

申告書送付の際、 封筒に貼り つけて

御利用く ださ い。

mailto:shisanzei@city.sagamihara.kanagawa.jp
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/

